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基本方針５ 豊かにくらすことができる環境の整備・創造 項目数１９  

（１）食の安全の確保に向けた取組の推進 

○  ⑲ 

１ 食の安全に関するシンポジウム・講座等の開催 

・京（みやこ）・食の環境づくりフォーラム 2007（仮称）の開催 

生涯にわたる健康で豊かな生活の実現を目指して，食育

に関係する各機関・団体が結集し，市民に食育に関する情

報を発信して食育への関心を喚起し，「食」に関して今一度

見つめなおす「『食』の再発見」を市民運動として展開するき

っかけ作りを行う。 

⑲   

【⑲新設】 

11月3日にみやこめっせにおいて｢京（みやこ）･食の

フォーラム２００７｣を開催し，約 6,000 人の参加があっ

た。 

保健福祉局

健康増進課

 ○ ⑱ 5 小学校・中学校・総合養護学校における食育の推進  （再掲）  ⑱  参照 ４－（２）－イ－９  

○  ⑱ 7 食育事例集の作成  （再掲）  ⑱  参照 ４－（２）－イ－１１  

○  ⑲ １5 ウエストスリムクラブの実施  （再掲）  ⑲  【⑲新設】  参照 ４－（２）－イ－１１  

○  ⑲ １6 食育推進コンテストの開催  （再掲） ⑲   【⑲新設】  参照 ４－（２）－イ－１２  

 

（２）環境に配慮した活動の推進 

   １ 環境に関するシンポジウム・講座等の開催      

○  ⑲ 

・ＣＯＰ３開催１０周年記念シンポジウム 

平成１９年１２月に地球温暖化防止京都会議の開催１０周

年を迎えるに当たり，地球温暖化対策の取組状況と今後の

方向性や展望を考えるシンポジウム等を府市協調で実施す

る。 
 ⑲  

【⑲新設】 

シンポジウム，フォーラムを開催 

「京都議定書シンポジウム」 

平成１９年 12 月１日（土）に国立京都国際会館で開

催予定 

「脱温暖化フォーラム in 京都」 

平成１９年１１月２３日（祝）にＫＢＳホールで開催 

  参加者 590 人 

総合企画局

地球温暖化

対策室 

 

○  ⑲ 

・家庭ごみ有料化１年シンポジウム（仮称） 

有料指定袋制実施後，１年間の取組経過やごみ減量効

果等に関するプレゼンテーションのほか，「持続可能な循環

型社会の構築」に関するパネルディスカッションなどを含む

シンポジウムを １２月頃開催し，環境意識のさらなる高揚を

図るとともに，ごみ減量の取組をより一層推進する。 

 ⑲  

【⑲新設】 

「京（みやこ）のごみ減量宣言シンポジウム」 

平成１９年１２月２日（日） 

京都市勧業館みやこめっせにて開催 

環境局 

循環企画課
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推進状況 

新
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充
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点 
取組内容 
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着 ）  
着推 
手進 
手中 
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未
着
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説明 担当課  

 ○ ⑲ 

6 太陽光発電システムの普及促進 

・設置助成制度の対象拡大 

 太陽光発電システムの設置助成制度について，戸建て住

宅，分譲共同住宅の共用部分に加え，賃貸共同住宅の共

用部分への設置にも対象を拡大し，実施する。 

⑲   

【⑲新設】 

6 月 1 日から申請受付開始 

 

・賃貸共同住宅の助成件数 １件 

・助成制度全体の助成件数 

⑱224 件 ⇒ ⑲124 件（申請中含む） 

総合企画局

地球温暖化

対策室 

 

 ○ ⑲ 

8 使用済み天ぷら油の燃料化事業の推進 

・市民回収に対する助成制度の創設 

 回収量の増大を図るため，助成金制度を新たに創設する

ことにより，回収拠点を 1,200 件以上設置することを目標に

設定して事業を推進する。 

 ⑲  

【⑲新設】 

助成金制度を 9月 1日に創設 
  
・支給に向けて事務手続き中 
 

環境局 

循環企画課

 

 ○  

16 フリーマーケットの開催 

ごみ減量，リサイクルを目的に家庭で不用となったものを販売

する場を増設する。  ⑱  

 “いらなく成ったらいる人へ”をテーマに京都市ごみ減

量推進会議が，京都市役所前広場においてフリーマー

ケットを開催している。 

    開催回数 ⑰１３回 ⇒ ⑱１３回 ⇒ ⑲13 回 

     （概ね月１回，日曜または祝日に開催）  

環境局 

循環企画課 

   

 

   

東山区民ふれあいひろばにおいてフリーマーケットコー

ナーを設けている。 

出店件数 ⑰１５件 ⇒ ⑱１０件 ⇒ ⑲８件 

（６月の日曜に開催） 

東山区役所 

まちづくり推

進課 

   

 

   

ふれあい“やましな”実行委員会主催の区民まつりにお

いて，ごみ減量，リサイクルを目的に家庭で不用となっ

たものを販売する場を提供する。 

出店件数 ⑰４０件⇒ ⑱４０件 ⇒ ⑲４０件 

（１１月２３日（祝）に開催） 

山科区役所 

まちづくり推

進課 
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下京区基本計画推進事業「下京門前町ルネッサンス」

における催しの１つとして，フリーマーケット（名称「下京

門前市」）を実施している。 

出店件数⑰７６件 ⇒ ⑱７１件 ⇒ ⑲雨天中止

（2 会場合計）（９月の日曜に開催） 

下京区役所 

総務課 

   

 

   

右京区体育振興会連合会主催のオリエンテーリング開

催日に，嵯峨小学校においてフリーマーケットを実施し

ている。 

出店件数⑰50 件 ⇒ ⑱50 件 ⇒ ⑲50 件 

（１１月２３日（祝）に開催） 

右京区役所 

まちづくり推

進課 

○  ⑲ 

18 京都発 CO2 マイナス１０プロジェクトの推進 

 「始めよう！暮らしの中から脱温暖化」をテーマに次の事業を

実施する。 

１ 京（きょう）からエコライフ宣言 

 家庭でできる温暖化防止の取組の実践を宣言していた

だく。また，宣言だけにとどまらず，環境家計簿の取組を

周知するなど，宣言者が継続して地球温暖化対策に取り

組める仕組づくりを行う。 

２ CO2 排出量削減 10％モデル事業 

 モデル地域（３地域）において，省エネ講習会の実施や

相談員の派遣，電気消費量が一目で分かる「省エネナ

ビ」（導入予定台数１地域２０台）の貸与等を実施する。 

３ こどもエコライフチャレンジ推進事業 

子ども向け環境家計簿「こどもエコライフチャレンジ」を用

いて 11 小学校（⑱３校）で，５年生児童を対象とした学習
会を実施し，子どもを中心に家庭でエコライフに取り組む。

⑲   

 

【⑲新設】 

 

１ 京（きょう）からエコライフ宣言 

10 月１日から宣言受付開始 

 

２ CO2 排出量削減 10％モデル事業 

３地域（北区大宮，山科区勧修，右京区御

室），４６世帯を対象に実施した。 

 

３ こどもエコライフチャレンジ推進事業 

市内 11 校で実施し，約 900 名が参加した。 

 

総合企画局

地球温暖化

対策室 

 

○  ⑲ 

19 ごみ減量アドバイザーの設置  

 市民のごみ減量・リサイクルの取組を支援するため，まち美

化事務所に相談窓口を設置し，地域における拠点回収やご

み減量の輪を広げ，地域の様々な取組を推進していく環境

づくりを行うとともに，分別収集の拡大など新たな取組のＰＲ

や協力要請を行う。 

 

⑲   

【⑲新設】 

ごみ減量・リサイクル活動に実績のある，民間で活躍

していた人材を「ごみ減量アドバイザー」として平成 19

年 6月 1日に採用し，各まち美化事務所に配置した。

現在，市民の相談を受け付けるほか，各所管地域内

で積極的に，ごみ減量推進事業，ごみ減量推進会

議，各種拠点事業について広報，啓発している。 

環境局 

循環企画課
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説明 担当課  

○  ⑲ 

20 区民提案型パートナーシップ事業（仮称）の推進 

 市民がごみ減量やまちの美化，脱温暖化等を目的とした

身近な取組を推進するため，これらの取組に寄与する自治

組織や市民団体等が実施する区役所と協働して実施する

取組に対して助成を行う。 

 

⑲   

【⑲新設】 

「各区環境パートナーシップ事業」 

区役所と市民活動団体が協働で行う取組に対し

て，全区・支所へ補助金を令達し，助成を行っている。

区民ふれあいまつりにおける環境啓発活動や，不法

投棄対策など幅広い取組に活用されている。 

環境局 

循環企画課

 

○  ⑲ 

２１ ごみ減量先進的取組支援 

 「脱温暖化社会」「循環型社会」の構築に向けた先進的な

環境技術の開発や調査研究等の事業について，募集を行

い，必要書類の提出後，学識経験者や市民団体等で構成

する採択委員会等で選考を行い，助成事業を決定する。助

成額は，１事業当たり５００万円を上限とする。 

⑲   

【⑲新設】 

１１月に制度を立ち上げ，助成事業の募集を開始

した。助成対象は，環境分野における①新技術・新

製品の開発，②在来技術・在来製品の開発・改良，

③試作品の商品化に向けた開発としている。助成額

は最高１千万円，助成期間は最長３年間としている。

環境局 

循環企画課

 

 

（３）高度情報通信社会への対応 

○   2 電子メール等，情報通信技術を活用した講座の開設  （再掲）   ○ 参照 ４－（２）－ア－２  

 ○  5 消費生活に関する啓発冊子類の設置協力施設の拡大 （再掲）   ○ 参照 ４－（１）－５  

 ○  
6 情報弱者への情報提供の検討 

 情報の格差を縮小するために，情報弱者への情報提供手段を

検討する。 

  ○

 文化市民局

市民総合相

談課 

 

（４）京都固有の生活文化に根ざした活動の推進 

 ○ ⑱ ２ 小学校・中学校・総合養護学校における食育の推進  （再掲）  ⑱  参照 ４－（２）－イ－９  

○  ⑱ ４ 食育事例集の作成  （再掲）  ⑱  参照 ４－（２）－イ－１１  

 


